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○関西圏から首都圏への企業（本社）の流出について 

１ 表６のデータから読み取れる状況 

「平成 28年経済センサス活動調査」（総務省・経済産業省）及び「平成 11年・平成 18年事業
所・企業統計調査」（総務省）の結果を分析すると、従業員 300人以上の企業数の国内シェアにつ
いて、関西圏では低下、名古屋圏では横ばい、首都圏では増加している。

２ (株)帝国データバンク公表レポート(1 都 3 県・本社移転企業調査(2017 年))より引用 

・首都圏の企業転入・転出状況は、2011（H23）年～2017（H29）年までの７年連続で転入超過
・2017（H29）年に首都圏へ移転した企業 289社の転入元は、大阪府が 67社と最多
（首都圏へ移転した企業の約４社に１社が大阪府に本社を置いていた企業）

・企業が首都圏へ本社移転する理由 

グループ間の連携強化といった経営効率化、最先端の情報収集を課題としていた企業や、首

都圏に取引先企業を多く抱える企業が営業面などの利便性を求めて、本社移転を実行するケー

スが多い。加えて、近年は企業の約５割が人手不足を感じているなかで、人材確保を狙って１

都３ 県に本社を移転する企業も現れはじめている。

３ まとめ 

平成不況の影響下、首都圏では、地価や賃金の安い地方に移転する企業が現れたため、1991（H3）
年から 2002（H14）年まで、首都圏の企業転入・転出状況は転出超過であった。

2003（H15）年からは、景気回復等により、首都圏に企業が集中し始め、営業面の利便性等の
向上を目指して、首都圏に移転する企業が増加している。近年、従業員 300 人以上の企業数の国
内シェアについて、関西圏では低下、名古屋圏では横ばい、首都圏では増加しており、経済面に

おいて東京一極集中が進んでいるものと考えられる。

今後の施策については、このことを踏まえ検討する必要がある。

＊企業には、個人事業主、非営利活動法人を含む。

＊本社とは、本社機能（事務所等）の所在する事業所を

指し、商業登記の本店所在地と異なるケースがある。

2


